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▪貸借対照表
平成25年度

（平成26年3月31日現在）
平成26年度

（平成27年3月31日現在）

（ 資 産 の 部 ）
現 金 1,545 937
預 け 金 639,274 698,337

系 統 預 け 金 638,964 698,061
系 統 外 預 け 金 309 275

買 入 金 銭 債 権 18,751 16,645
金 銭 の 信 託 64,446 63,231
有 価 証 券 270,085 258,487

国 債 112,303 126,084
地 方 債 2,230 2,171
金 融 債 72,500 49,575
社 債 57,713 53,053
外 国 証 券 19,457 19,405
株 式 3,919 4,729
受 益 証 券 1,959 3,467

貸 出 金 79,130 84,412
手 形 貸 付 756 828
証 書 貸 付 49,321 50,611
当 座 貸 越 2,203 2,114
金 融 機 関 貸 付 26,848 30,858

そ の 他 資 産 1,578 1,357
従 業 員 貸 付 金 1 —
差 入 保 証 金 2 2
仮 払 金 39 16
そ の 他 の 資 産 432 443
未 収 収 益 870 820
前 払 費 用 0 —
未 決 済 為 替 貸 233 74

有 形 固 定 資 産 1,160 570
建 物 194 152
土 地 956 410
その他の有形固定資産 9 7

無 形 固 定 資 産 2 2
ソ フ ト ウ ェ ア 0 0
その他の無形固定資産 1 1

外 部 出 資 43,984 43,984
系 統 出 資 43,385 43,385
系 統 外 出 資 438 438
子 会 社 等 出 資 161 161

債 務 保 証 見 返 470 440
貸 倒 引 当 金 △ 368 △ 400

資 産 の 部 合 計 1,120,062 1,168,007

平成25年度
（平成26年3月31日現在）

平成26年度
（平成27年3月31日現在）

（ 負 債 の 部 ）
貯 金 983,015 1,035,499

当 座 貯 金 6,167 5,204
普 通 貯 金 3,668 3,541
貯 蓄 貯 金 17 21
通 知 貯 金 — 2,000
別 段 貯 金 573 457
定 期 貯 金 972,588 1,024,273

譲 渡 性 貯 金 49,700 46,100
借 用 金 15,000 15,000
代 理 業 務 勘 定 56 50
そ の 他 負 債 5,416 2,074

貸 付 留 保 金 — 38
未 払 法 人 税 等 653 769
貯金利子諸税その他 15 17
従 業 員 預 り 金 48 55
仮 受 金 827 871
資 産 除 去 債 務 7 9
そ の 他 の 負 債 3,617 48
未 払 費 用 240 257
前 受 収 益 1 2
未 決 済 為 替 借 4 3

諸 引 当 金 2,955 3,247
相 互 援 助 積 立 金 2,504 2,802
賞 与 引 当 金 11 11
退 職 給 付 引 当 金 376 355
役員退職慰労引当金 62 77

繰 延 税 金 負 債 1,173 1,381
債 務 保 証 470 440
負 債 の 部 合 計 1,057,787 1,103,793
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 32,681 32,681

（ う ち 後 配 出 資 金 ） ( 24,695) ( 24,695)
回 転 出 資 金 1,340 1,153
再 評 価 積 立 金 1 1
利 益 剰 余 金 24,687 25,878

利 益 準 備 金 8,979 9,399
その他利益剰余金 15,708 16,479

電 算 対 策 積 立 金 1,300 1,300
特 別 積 立 金 9,600 10,150
当期未処分剰余金 4,808 5,029

（うち当期剰余金） ( 2,066) ( 2,063)
会 員 資 本 合 計 58,710 59,713
その他有価証券評価差額金 3,564 4,499
評価・換算差額等合計 3,564 4,499
純 資 産 の 部 合 計 62,274 64,213
負債及び純資産の部合計 1,120,062 1,168,007

（単位：百万円）
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▪損益計算書

科　　　　　　目 平成25年度
（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）

平成26年度
（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

経 常 収 益 11,069 11,978
資 金 運 用 収 益 7,875 8,456
（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （1,532) (1,514)
（ う ち 預 金 利 息 ） （4,517) (4,966)
（うち有価証券利息配当金） （1,754) (1,896)

役 務 取 引 等 収 益 803 820
そ の 他 事 業 収 益 1,365 1,227
そ の 他 経 常 収 益 1,025 1,473

経 常 費 用 8,312 8,683
資 金 調 達 費 用 5,796 6,022
（ う ち 貯 金 利 息 ） （5,561) (5,797)

役 務 取 引 等 費 用 762 782
そ の 他 事 業 費 用 71 156
経 費 1,335 1,367
そ の 他 経 常 費 用 346 355

経 常 利 益 2,756 3,295
特 別 利 益 39 5
特 別 損 失 0 545
税 引 前 当 期 利 益 2,795 2,754
法 人 税､ 住 民 税 及 び 事 業 税 729 853
法 人 税 等 調 整 額 △ 0 △ 162
法 人 税 等 合 計 額 729 691
当 期 剰 余 金 2,066 2,063
当 期 首 繰 越 剰 余 金 2,741 2,965
当 期 未 処 分 剰 余 金 4,808 5,029

（単位：百万円）

注（うち預金利息）には受取奨励金、受取特別配当金が、（うち貯金利息）には譲渡性貯金利息、支払奨励金が含まれています。

（単位：百万円）▪剰余金処分計算書
科　　　　　　目 平成25年度 平成26年度

当 期 未 処 分 剰 余 金 4,808 5,029
剰 余 金 処 分 額 1,842 1,868

利 益 準 備 金 420 420
任 意 積 立 金 550 550
出 資 配 当 金 404 406
事 業 分 量 配 当 金 468 491

次 期 繰 越 剰 余 金 2,965 3,161

注１ . 普通出資金の配当率は 2.00%（平成25年度）、2.00％（平成26年度）
　　　後配出資金の配当率は 1.00%（平成25年度）、1.00％（平成26年度）です。
注２. 事業分量配当金の基準は次の通りです。
　　　定期的貯金（中途解約及び期間１年超の定期貯金を除く）の平均残高から同貯金の担保差入れ期間に
　　　対応する平均残高及び当座貸越の平均残高を控除した金額に対し 0.050％（平成25年度）、0.050％（平成26年度）
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▪キャッシュ・フロー計算書

科　　　　　　目 平成25年度
（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）

平成26年度
（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

１．事業活動によるキャッシュ ･ フロー
　　　税引前当期利益 2,795 2,754
　　　減価償却費 27 44
　　　減損損失 — 545
　　　貸倒引当金の増加額 △ 25 32
　　　退職給付引当金の増加額 △ 10 △ 20
　　　その他の引当金・積立金の増加額 236 312
　　　資金運用収益 △ 7,875 △ 8,456
　　　資金調達費用 5,796 6,022
　　　有価証券関係損益 △ 491 △ 796
　　　金銭の信託の運用損益 △ 795 △ 939
　　　固定資産処分損益 0 0
　　　貸出金の純増減 △ 497 △ 5,282
　　　預け金の純増減 △ 53,000 △ 74,000
　　　貯金の純増減 58,833 48,883
　　　コールローン等の純増減 △ 7,473 2,106
　　　その他 △ 60 252
　　　資金運用による収入 8,778 9,454
　　　資金調達による支出 △ 5,813 △ 6,002
　　　事業分量配当金の支払額 △ 431 △ 468

小　　　　　計 △ 6 △ 25,555
　　　法人税等の支払額 △ 656 △ 737
　　事業活動によるキャッシュ ･ フロー △ 663 △ 26,293
２．投資活動によるキャッシュ ･ フロー
　　　有価証券の取得による支出 △ 152,984 △ 121,556
　　　有価証券の売却による収入 116,735 96,293
　　　有価証券の償還による収入 29,198 35,412
　　　金銭の信託の増加による支出 △ 2,028 △ 558
　　　金銭の信託の減少による収入 522 1,750
　　　固定資産の取得による支出 △ 7 —
　　　外部出資の減少による収入 215 —
　　投資活動によるキャッシュ ･ フロー △ 8,347 11,340
３．財務活動によるキャッシュ ･ フロー
　　　出資の増額による収入 474 —
　　　出資の減少による支出 △ 0 —
　　　出資配当金の支払額 △ 400 △ 404
　　　回転出資金の受入による収入 428 —
　　　回転出資金の払出による支出 △ 166 △ 187
　　財務活動によるキャッシュ ･ フロー 336 △ 592
４．現金及び現金同等物に係る換算差額 — —
５．現金及び現金同等物の増加額 △ 8,673 △ 15,544
６．現金及び現金同等物の期首残高 84,729 76,055
７．現金及び現金同等物の期末残高 76,055 60,511

（単位：百万円）
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平成25年度 平成26年度

（自　平成25年４月１日　　至　平成26年３月31日）

１　重要な会計方針に関する事項

　⑴ 　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示し、金額百万円未満の科目については
「０」で表示しています。

　⑵ 　有価証券（外部出資勘定の株式を含む）の評価基準及び評価方法は、有価証券
の保有目的区分ごとに次のとおり行っています。

　　・満期保有目的の債券… 定額法による償却原価法（売却原価は移動平均法により算定）
　　・子会社・子法人等株式…原価法（売却原価は移動平均法により算定）
　　　及び関連法人等株式
　　・その他有価証券
　　　　時価のあるもの… 原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

　　　　時価を把握するこ とが極めて困難と認められるもの…原価法（売却原価は移
動平均法により算定）

　　　 　なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と認められる部分につい
ては償却原価法による取得価額の修正を行っています。

　⑶ 　金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成している有価証券の
評価基準及び評価方法は、運用目的の金銭の信託については時価法（売却原価は
移動平均法により算定）、それ以外については、上記⑵の有価証券と同様の方法
によっており、信託の契約単位ごとに当年度末の信託財産構成物である資産及び
負債の評価額の合計額をもって貸借対照表に計上しています。

　⑷ 　有形固定資産の減価償却は、それぞれ次の方法により行い資産から直接減額し
て計上しています。

　　　　建　　物　　 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）については、定額法）を採用しています。
なお、主な耐用年数は、10年～50年です。

　　　　建物以外　　定率法を採用しています。なお、主な耐用年数は10年～20年です。

　⑸ 　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しています。そのうち、自社利
用ソフトウェアについては、当会における利用可能期間（５年）に基づいて償却
しています。

　⑹ 　外貨建資産は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しています。

　⑺ 　引当金の計上方法
　　①貸倒引当金
　　 　貸倒引当金は、「資産の償却・引当要領」に則り、次のとおり計上しています。
　　 　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻

先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻
先」という）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額
後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
し、その残額を計上しています。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経
営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額
から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額
のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しています。

　　 　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき算定した額と税法基準に基づき算定した繰入限度額とを比較
し、いずれか多い額（当年度は税法基準を採用）を計上しています。

　　 　すべての債権は、「自己査定要領」に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しています。

　　 　なお、破綻先に対する債権及び実質破綻先に対する債権等については、債権額
から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取
立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は２２０百万円です。

　　②賞与引当金
　　 　賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に対する賞与の支給見

込額のうち、当年度に帰属する額を計上しています。

（自　平成26年４月１日　　至　平成27年３月31日）

１　重要な会計方針に関する事項

　⑴ 　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示し、金額百万円未満の科目については
「０」で表示しています。

　⑵ 　有価証券（外部出資勘定の株式を含む）の評価基準及び評価方法は、有価証券
の保有目的区分ごとに次のとおり行っています。

　　・満期保有目的の債券… 定額法による償却原価法（売却原価は移動平均法により算定）
　　・子会社・子法人等株式…原価法（売却原価は移動平均法により算定）
　　　及び関連法人等株式
　　・その他有価証券
　　　　時価のあるもの… 原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

　　　　時価を把握するこ とが極めて困難と認められるもの…原価法（売却原価は移
動平均法により算定）

　　　 　なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と認められる部分につい
ては償却原価法による取得価額の修正を行っています。

　⑶ 　金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成している有価証券の
評価基準及び評価方法は、運用目的の金銭の信託については時価法（売却原価は
移動平均法により算定）、それ以外については、上記⑵の有価証券と同様の方法
によっており、信託の契約単位ごとに当年度末の信託財産構成物である資産及び
負債の評価額の合計額をもって貸借対照表に計上しています。

　⑷ 　有形固定資産の減価償却は、それぞれ次の方法により行い資産から直接減額し
て計上しています。

　　　　建　　物　　 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）については、定額法）を採用しています。
なお、主な耐用年数は、10年～50年です。

　　　　建物以外　　 定率法を採用しています。なお、主な耐用年数は10年～20年です。

　⑸ 　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しています。そのうち、自社利
用ソフトウェアについては、当会における利用可能期間（５年）に基づいて償却
しています。

　⑹　外貨建資産は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しています。

　⑺　引当金の計上方法
　　①貸倒引当金
　　　貸倒引当金は、「資産の償却・引当要領」に則り、次のとおり計上しています。
　　 　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻

先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻
先」という）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額
後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
し、その残額を計上しています。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経
営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額
から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額
のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しています。

　　 　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき算定した額と税法基準に基づき算定した繰入限度額とを比較
し、いずれか多い額（当年度は税法基準を採用）を計上しています。

　　 　すべての債権は、「自己査定要領」に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しています。

　　 　なお、破綻先に対する債権及び実質破綻先に対する債権等については、債権額
から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取
立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は167百万円です。

　　②賞与引当金
　　 　賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に対する賞与の支給見

込額のうち、当年度に帰属する額を計上しています。

▪注記表
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　　③退職給付引当金
　　 　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当年度末における職員の自

己都合退職の場合の要支給額を基礎として計上しています。

　　④役員退職慰労引当金
　　 　役員退職慰労引当金は、役員の退任給与の支給に備えるため、「役員退任慰労

金支給内規」に基づき、当年度末要支給見積額を計上しています。

　⑻ 　消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理は､税抜方式によっ
ています。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当年度の費用に計
上しています。

２　貸借対照表に関する事項

　⑴　有形固定資産の減価償却累計額は922百万円です。

　⑵ 　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な
固定資産として、ＡＴＭ、信用端末機、手形交換システム、紙幣整理機、電子計算機、
複写機、車両等があり、未経過リース料年度末残高相当額は、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  １年以内　　　  １年超　　　　合　計
　　オペレーティング・リース　　　　１９百万円　　３３百万円　　５３百万円

　⑶ 　担保に供している資産はありません。なお、内国為替決済保証金として預け金
55,000百万円、先物取引証拠金の代用として有価証券850百万円を差し入れ
ています。

　⑷ 　消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債に5,274
百万円含まれています。

　⑸ 　子会社等に対する金銭債権・債務の額はありません。

　⑹ 　経営管理委員、理事及び監事に対する金銭債権・債務の額はありません。

　⑺ 　貸出金のうち、破綻先債権額はありません。また、延滞債権額は３７２百万円
です。

　　 　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続している
ことその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとし
て未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収
利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）
第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事
由が生じている貸出金です。

　　 　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者
の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の
貸出金です。

　⑻ 　貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権額はありません。
　　 　なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から

３ヶ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

　⑼ 　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
　　 　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務
者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヶ月以上延
滞債権に該当しないものです。

　⑽ 　破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の
合計額は372百万円です。

　　 　なお、⑹から⑼に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

　⑾ 　当座貸越契約及び貸出金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資
実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約です。これらの契約に係る融

　　③退職給付引当金
　　 　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当年度末における職員の自

己都合退職の場合の要支給額を基礎として計上しています。

　　④役員退職慰労引当金
　　 　役員退職慰労引当金は、役員の退任給与の支給に備えるため、「役員退任慰労

金支給内規」に基づき、当年度末要支給見積額を計上しています。

　⑻ 　消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理は､税抜方式によっ
ています。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当年度の費用に計
上しています。

２　貸借対照表に関する事項

　⑴　有形固定資産の減価償却累計額は966百万円です。

　⑵ 　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な
固定資産として、ＡＴＭ、信用端末機、手形交換システム、紙幣整理機、電子計算機、
複写機、車両等があり、未経過リース料年度末残高相当額は、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  １年以内　　　  １年超　　　　合　計
　　オペレーティング・リース　　　　２０百万円　　３５百万円　　５５百万円

　⑶ 　担保に供している資産はありません。なお、内国為替決済保証金として預け金
55,000百万円、先物取引証拠金の代用として有価証券850百万円を差し入れ
ています。

　⑷ 　消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債に5,277
百万円含まれています。

　⑸　子会社等に対する金銭債権・債務の額はありません。

　⑹　経営管理委員、理事及び監事に対する金銭債権・債務の額はありません。

　⑺ 　貸出金のうち、破綻先債権額はありません。また、延滞債権額は122百万円
です。

　　 　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続している
ことその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとし
て未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収
利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）
第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事
由が生じている貸出金です。

　　 　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者
の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の
貸出金です。

　⑻　貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権額はありません。
　　 　なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から

３ヶ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

　⑼　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
　　 　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務
者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヶ月以上延
滞債権に該当しないものです。

　⑽ 　破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の
合計額は122百万円です。

　　　なお、⑹から⑼に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

　⑾ 　当座貸越契約及び貸出金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資
実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約です。これらの契約に係る融
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資未実行残高は、24,567百万円です。

　⑿ 　貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣
後特約付貸出金19,010百万円が含まれています。

　⒀ 　借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣
後特約付借入金15,000百万円が含まれています。

３　損益計算書に関する事項

　⑴ 　子会社等との取引による収益はありません。

　⑵　子会社等との取引による費用総額　１２百万円
　　　うち事業取引高　　　　　　　　　１２百万円

　⑶ 　貸出金償却は、すでに個別貸倒引当金を引き当てていた債権について、償却額と
引当金戻入額を相殺した残額を表示しています。相殺した金額は21百万円です。

４　金融商品に関する事項

　⑴　金融商品の状況に関する事項
　　①金融商品に対する取組方針
　　 　当会は、京都府を事業区域として、地元のＪＡ等が会員となって運営されてい

る相互扶助型の金融機関であり、地域経済の活性化に資する地域金融機関です。
　　 　ＪＡは農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域へ貸付

け、その残りを当会が預かる仕組みとなっています。
　　 　当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡや農業に関連する企業・

団体及び、府内の地場企業や団体、地方公共団体などに貸付を行っています。
　　 　また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほか、国債や地方債等の債券、

投資信託、株式等の有価証券による運用を行っています。

　　②金融商品の内容及びそのリスク
　　 　当会が保有する金融資産は、主として府内の取引先（及び個人）に対する貸出

金及び有価証券であり、貸出金は、顧客の契約不履行によってもたらされる信用
リスクに晒されています。

　　 　貸出金については、当期末残高のうち、38.35％は金融業・保険業に対する
ものであり、15.17％はリース業に対するものです。

　　 　また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、満期保有目的、純投資
目的（その他目的）で保有しています。これらは、それぞれ発行体の信用リスク
及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されています。なお、有価証
券には、外国債券が19,457百万円ありますが、うち17,341百万円については、
国債が担保となっている債券です。

　　 　借用金は、自己資本増強の一環として、会員である地元のＪＡから借り入れた
永久劣後特約付借入金です。

　　 　劣後特約付借入金は、債務返済の履行が他の債務よりも後順位である旨の特約
が付された無担保・無保証の借入金であり、自己資本比率の算出において適格旧
資本調達手段として経過措置により自己資本への計上が認められているものです。

　　③金融商品に係るリスク管理体制
　　　ａ信用リスクの管理

資未実行残高は、20,206百万円です。

　⑿ 　貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣
後特約付貸出金19,010百万円が含まれています。

　⒀ 　借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣
後特約付借入金15,000百万円が含まれています。

３　損益計算書に関する事項

　⑴　子会社等との取引による収益はありません。

　⑵　子会社等との取引による費用総額　１０百万円
　　　うち事業取引高　　　　　　　　　１０百万円

　⑶ 　貸出金償却は、すでに個別貸倒引当金を引き当てていた債権について、償却額
と引当金戻入額を相殺した残額を表示しています。相殺した金額は０百万円です。

　⑷　当年度においては、以下の資産について、減損損失を計上しています。
主な用途 種類 場所 減損損失

事務センター 土地 京都市伏見区 ５４５百万円

　　 　業務用資産については、キャッシュ ･ フローの相互補完性及び機能特性等を勘
案のうえ一定の単位でグルーピングをしています。

　　 　業務用資産については、一部の資産グループについて、割引前将来キャッシュ
･ フローの総額が帳簿価額に満たないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として特別損失に計上しています。

　　 　当年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、正味
売却価額は鑑定評価額等に基づき算定しています。

４　金融商品に関する事項

　⑴　金融商品の状況に関する事項
　　①金融商品に対する取組方針
　　 　当会は、京都府を事業区域として、地元のＪＡ等が会員となって運営されてい

る相互扶助型の金融機関であり、地域経済の活性化に資する地域金融機関です。
　　 　ＪＡは農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域へ貸付

け、その残りを当会が預かる仕組みとなっています。
　　 　当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡや農業に関連する企業・

団体及び、府内の地場企業や団体、地方公共団体などに貸付を行っています。
　　 　また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほか、国債や地方債等の債券、

投資信託、株式等の有価証券による運用を行っています。

　　②金融商品の内容及びそのリスク
　　 　当会が保有する金融資産は、主として府内の取引先（及び個人）に対する貸出

金及び有価証券であり、貸出金は、顧客の契約不履行によってもたらされる信用
リスクに晒されています。

　　 　貸出金については、当期末残高のうち、42.59％は金融業・保険業に対する
ものであり、15.09％はリース業に対するものです。

　　 　また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、満期保有目的、純投資
目的 ( その他目的 ) で保有しています。これらは、それぞれ発行体の信用リスク
及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されています。なお、有価証
券には、外国債券が19,405百万円ありますが、うち17,085百万円については、
国債が担保となっている債券です。

　　 　借用金は、自己資本増強の一環として、会員である地元のＪＡから借り入れた
永久劣後特約付借入金です。

　　 　劣後特約付借入金は、債務返済の履行が他の債務よりも後順位である旨の特約
が付された無担保・無保証の借入金であり、自己資本比率の算出において適格旧
資本調達手段として経過措置により自己資本への計上が認められているものです。

　　③金融商品に係るリスク管理体制
　　　ａ信用リスクの管理
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　　　　 　当会は、リスクマネジメント基本方針及び信用リスクに関する管理諸規程
に従い、貸出金の信用リスク管理については、個別案件ごとの与信審査、与
信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、問題債権への対応
など与信管理に関する体制を整備し運営しています。

　　　　 　これらの与信管理は、営業部のほか総務部リスク管理課により行われ、定
期的にリスク管理委員会や理事会に報告を行っており、また、与信管理の状
況については、監査部がチェックしています。

　　　　 　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務部リスク管理課において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しています。

　　　ｂ市場リスクの管理
　　　　 　金利リスク、価格変動リスク等の市場リスクは、リスクマネジメント規程

等において管理方法や手続き等の詳細を明記しており、リスク管理委員会等
において実施状況の把握・確認や今後の対応等の協議を行っています。

　　　　⒜金利リスクの管理
　　　　　 　金利リスクの管理は、ＡＬＭによる管理とともに、日常的には総務部リ

スク管理課でＶａｒによる金利リスクの把握を行っており、月次ベースで
リスク管理委員会に報告しているほか、金利感応度分析等によるモニタリ
ング結果と併せ、四半期ベースで理事会に報告しています。

　　　　⒝為替リスクの管理
　　　　　 　当会における為替の変動リスクについては、投資顧問付特金においての

み行うこととしており、かつ先物によりリスクヘッジを行っています。

　　　　⒞価格変動リスクの管理
　　　　　 　有価証券を含む投資商品の保有については、運用限度額を設定し、事前

審査のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っ
ています。これらの情報は総務部リスク管理課を通じ、理事会及びリスク
管理委員会において定期的に報告されています。

　　　　　 　総務部で保有している外部出資の多くは、業務上事業推進目的で保有し
ているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングして
います。　

　　　　⒟デリバティブ取引
　　　　　 　デリバティブ取引に関しては、運用限度額・損失限度額の設定と、ミド

ル部門におけるモニタリングにより内部牽制を確立するとともに、モニタ
リング結果は、総務部リスク管理課を通じ理事会及びリスク管理委員会に
おいて定期的に報告されています。

　　　　⒠市場リスクに係る定量的情報
　　　　　 　当会で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商

品です。当会において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受け
る主たる金融商品は、「預け金」、「貸出金」、「有価証券」のその他有価証
券に分類される債券、「貯金」、「借用金」です。

　　　　　 　当会では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の
金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リス
クの管理にあたっての定量的分析に利用しています。

　　　　　 　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当年度末現在、
指標となる金利が 0.30％上昇したものと想定した場合には、経済価値が
2,502百万円減少するものと把握しています。

　　　　　 　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、
金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。

　　　　　 　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定
額を超える影響が生じる可能性があります。

　　　　　 　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金
額についても含めて計算しています。

　　　ｃ資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　　 　当会は、ＡＬＭを通じて適時に資金管理を行うほか、市場環境を考慮した

長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しています。

　　④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　 　当会は、リスクマネジメント基本方針及び信用リスクに関する管理諸規程
に従い、貸出金の信用リスク管理については、個別案件ごとの与信審査、与
信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、問題債権への対応
など与信管理に関する体制を整備し運営しています。

　　　　 　これらの与信管理は、営業部のほか総務部リスク管理課により行われ、定
期的にリスク管理委員会や理事会に報告を行っており、また、与信管理の状
況については、監査部がチェックしています。

　　　　 　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務部リスク管理課において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しています。

　　　ｂ市場リスクの管理
　　　　 　金利リスク、価格変動リスク等の市場リスクは、リスクマネジメント規程

等において管理方法や手続き等の詳細を明記しており、リスク管理委員会等
において実施状況の把握・確認や今後の対応等の協議を行っています。

　　　　⒜金利リスクの管理
　　　　　 　金利リスクの管理は、ＡＬＭによる管理とともに、日常的には総務部リ

スク管理課でＶａｒによる金利リスクの把握を行っており、月次ベースで
リスク管理委員会に報告しているほか、金利感応度分析等によるモニタリ
ング結果と併せ、四半期ベースで理事会に報告しています。

　　　　⒝為替リスクの管理
　　　　　 　当会における為替の変動リスクについては、投資顧問付特金においての

み行うこととしており、かつ先物によりリスクヘッジを行っています。

　　　　⒞価格変動リスクの管理
　　　　　 　有価証券を含む投資商品の保有については、運用限度額を設定し、事前

審査のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っ
ています。これらの情報は総務部リスク管理課を通じ、理事会及びリスク
管理委員会において定期的に報告されています。

　　　　　 　総務部で保有している外部出資の多くは、業務上事業推進目的で保有し
ているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングして
います。　

　　　　⒟デリバティブ取引
　　　　　 　デリバティブ取引に関しては、運用限度額・損失限度額の設定と、ミド

ル部門におけるモニタリングにより内部牽制を確立するとともに、モニタ
リング結果は、総務部リスク管理課を通じ理事会及びリスク管理委員会に
おいて定期的に報告されています。

　　　　⒠市場リスクに係る定量的情報
　　　　　 　当会で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商

品です。当会において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受け
る主たる金融商品は、「預け金」、「貸出金」、「有価証券」のその他有価証
券に分類される債券、「貯金」、「借用金」です。

　　　　　 　当会では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の
金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リス
クの管理にあたっての定量的分析に利用しています。

　　　　　 　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当年度末現在、
指標となる金利が 0.50％上昇したものと想定した場合には、経済価値が
6,318百万円減少するものと把握しています。

　　　　　 　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、
金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。

　　　　　 　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定
額を超える影響が生じる可能性があります。

　　　　　 　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金
額についても含めて計算しています。

　　　ｃ資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　　 　当会は、ＡＬＭを通じて適時に資金管理を行うほか、市場環境を考慮した

長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しています。

　　④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
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　　　 　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額の
ほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を
含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用
しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なる場合もあり
ます。

　⑵　金融商品の時価等に関する事項
　　①金融商品の貸借対照表計上額および時価等
　　　 　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり

です。
　　　 　なお、時価の把握が困難なものについては、次表には含めず③に記載してい

ます。
（単位：百万円）

貸借対照表
計上額 時　　価 差　　額

預け金 ６３９，２７４ ６３８，６２７ △６４６
買入金銭債権
　満期保有目的 １８，７５１ １８，７７５ 　２４
金銭の信託　
　運用目的 ２，４４６ ２，４４６ －
　満期保有目的 ６０，０００ ６２，２８３ ２，２８３
　その他目的 １，９９９ １，９９９ －
有価証券
　満期保有目的の債券 ４９，５５８ ５０，３０３ ７４４
　その他有価証券 ２２０，５２６ ２２０，５２６ －
貸出金 ７９，１３１
　貸倒引当金 △３６７
　貸倒引当金控除後 ７８，７６３ ７９，７９７ １，０３３

資　産　計 １，０７１，３２１ １，０７４，７６１ ３，４３９
貯　金 １，０３２，７１５ １，０３１，６９３ △１，021
借用金 １５，０００ １５，０００ －

負　債　計 １，０４７，７１５ １，０４６，６９３ △１，０２１
注１．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。 
　２． 貸出金には、貸借対照表上その他資産に計上している従業員貸付金1百万円を含めて
　　　います。
　３． 貯金には、貸借対照表上の譲渡性貯金49,700百万円を含めています。

　　②金融商品の時価の算定方法
　　　【資産】
　　　ａ預け金
　　　　 　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっています。満期のある預け金については、期間に基づく
区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円 Libor・スワッ
プレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

　　　ｂ買入金銭債権
　　　　　ブローカー等の第三者から入手した評価額によっています。

　　　ｃ金銭の信託
　　　　 　信託財産を構成している貸出金や有価証券の時価は、下記 d および e と

同様の方法により評価しています。

　　　ｄ有価証券
　　　　 　株式は取引所の価格により、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から

提示された価格によっています。また、投資信託については、公表されてい
る基準価格によっています。

　　　ｅ貸出金
　　　　 　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、

貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近
似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わ
る金額として算定しています。

　　　　 　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、
元利金の合計額をリスクフリーレートである円 Libor・スワップレートで割
り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

　　　　 　また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒
引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

　　　【負債】

　　　 　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額の
ほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を
含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用
しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なる場合もあり
ます。

　⑵　金融商品の時価等に関する事項
　　①金融商品の貸借対照表計上額および時価等
　　　 　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり

です。
　　　 　なお、時価の把握が困難なものについては、次表には含めず③に記載してい

ます。
（単位：百万円）

貸借対照表
計上額 時　　価 差　　額

預け金 ６９８，３３７ ６９７，８１６ △５２０
買入金銭債権
　満期保有目的 １６，６４５ １６，６５６ 　１１
金銭の信託　
　運用目的 ２，４９９ ２，４９９ －
　満期保有目的 ５８，７５０ ６１，００６ ２，２５６
　その他目的 １，９８１ １，９８１ －
有価証券
　満期保有目的の債券 ３９，０７３ ３９，５０２ ４２９
　その他有価証券 ２１９，４１４ ２１９，４１４ －
貸出金 ８４，４１２
　貸倒引当金 △３８０
　貸倒引当金控除後 ８４，０３１ ８５，２１６ １，１８４

資　産　計 １，１２０，７３３ １，１２４，０９４ ３，３６０
貯　金 １，０８１，５９９ １，０８０，８２５ △ 773
借用金 １５，０００ １５，０００ －

負　債　計 １，０９６，５９９ １，０９５，８２５ △７７３
注１．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。 
　２． 貯金には、貸借対照表上の譲渡性貯金46,100百万円を含めています。

　　②金融商品の時価の算定方法
　　　【資産】
　　　ａ預け金
　　　　 　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっています。満期のある預け金については、期間に基づく
区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円 Libor・スワッ
プレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

　　　ｂ買入金銭債権
　　　　　ブローカー等の第三者から入手した評価額によっています。

　　　ｃ金銭の信託
　　　　 　信託財産を構成している貸出金や有価証券の時価は、下記 d および e と

同様の方法により評価しています。

　　　ｄ有価証券
　　　　 　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示さ

れた価格によっています。また、投資信託については、公表されている基準
価格によっています。

　　　ｅ貸出金
　　　　 　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、

貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近
似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わ
る金額として算定しています。

　　　　 　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、
元利金の合計額をリスクフリーレートである円 Libor・スワップレートで割
り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

　　　　 　また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒
引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

　　　【負債】
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　　　ａ貯金
　　　　 　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 ( 帳簿価額 ) を

時価とみなしています。また、定期性貯金の時価は、期間に基づく区分ごと
に、元利金の合計額をリスクフリーレートである円 Libor・スワップレート
で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

　　　ｂ借用金
　　　　 　借用金については全て変動金利であり、短期間で市場金利を反映し、また、

当会の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と
近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。

　　　 ③時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであ
り、①の金融商品の時価情報には含まれていません。

　　　　　　　　　　　　　　　 貸借対照表計上額
　　　　　　　　外部出資　　　　43,984百万円
　　　　注１ ．外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を

把握することが極めて困難と認められるため､ 時価開示の対象としてい
ません。

　　　④金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

預け金 639,274 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円
買入金銭債権
満期保有目的 18,751 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円

有価証券
満期保有目的 10,485 百万円 10,585 百万円 10,449 百万円 10,380 百万円 180 百万円 7,480 百万円
その他有価証
券のうち満期
があるもの

17,310 百万円 17,400 百万円 15,800 百万円 23,260 百万円 47,269 百万円 86,190 百万円

貸出金 7,951 百万円 7,635 百万円 7,642 百万円 6,809 百万円 3,477 百万円 45,610 百万円
合   計 693,772 百万円 35,620 百万円 33,891 百万円 40,449 百万円 50,927 百万円 139,280 百万円

注１．　 貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く）1,387百万円については「１年以内」に含めています。ま
た、期限のない劣後特約付貸出金19,010百万円については「５年超」に含めています。

　２．　 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等2百万円は償還の予定が見込まれ
ないため、含めていません。

　　　⑤借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
１年以内 １年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内 ５年超

貯　 金 982,890 百万円 60 百万円 65 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円
譲渡性貯金 49,700 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円
借 用 金 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 15,000 百万円
合   計 1,032,590 百万円 60 百万円 65 百万円 － 百万円 － 百万円 15,000 百万円

注１．　貯金のうち、要求払貯金については「1 年以内」に含めています。
　２．　借用金のうち、期限のない劣後特約付借入金15,000百万円については、「5 年超」に含めています。

５　有価証券に関する事項

　⑴ 　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには、
有価証券のほか、「買入金銭債権」中の貸付債権信託が含まれています。以下⑶
まで同様です｡

　　①満期保有目的の債券
　　　 　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりです。

種　　類 貸借対照表
計上額 時   　価 差　   額

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

地 方 債 1,688 百万円 1,740 百万円 52 百万円
金 融 債 39,100 百万円 39,320 百万円 220 百万円
外 国 証 券 7,000 百万円 7,473 百万円 473 百万円
買入金銭債権 16,750 百万円 16,774 百万円 24 百万円

小　　計 64,539 百万円 65,309 百万円 770 百万円

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

地 方 債 70 百万円 70 百万円 － 百万円
金 融 債 1,700 百万円 1,698 百万円 △ 1 百万円
買入金銭債権 2,001 百万円 2,001 百万円 △ 0 百万円

小　　計 900 百万円 900 百万円 △ 1 百万円
合　　計 68,310 百万円 69,079 百万円 768 百万円

　　②その他有価証券
　　　 　その他有価証券において、種類ごとの取得原価、貸借対照表計上額及びこれ

らの差額については、次のとおりです。

　　　ａ貯金
　　　　 　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 ( 帳簿価額 ) を

時価とみなしています。また、定期性貯金の時価は、期間に基づく区分ごと
に、元利金の合計額をリスクフリーレートである円 Libor・スワップレート
で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

　　　ｂ借用金
　　　　 　借用金については全て変動金利であり、短期間で市場金利を反映し、また、

当会の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と
近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。

　　　 ③時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであ
り、①の金融商品の時価情報には含まれていません。

　　　　　　　　　　　　　　　 貸借対照表計上額
　　　　　　　　外部出資　　　　43,984百万円
　　　　注１ ．外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を

把握することが極めて困難と認められるため､ 時価開示の対象としてい
ません。

　　　④金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

預け金 698,337 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円
買入金銭債権
満期保有目的 16,645 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円

有価証券
満期保有目的 10,585 百万円 10,449 百万円 10,380 百万円 180 百万円 7,150 百万円 330 百万円
その他有価証
券のうち満期
があるもの

13,914 百万円 12,600 百万円 18,260 百万円 30,819 百万円 16,590 百万円 112,591 百万円

貸出金 11,265 百万円 8,000 百万円 8,168 百万円 5,327 百万円 3,885 百万円 47,763 百万円
合   計 750,748 百万円 31,049 百万円 36,808 百万円 36,327 百万円 27,626 百万円 160,685 百万円

注１．　 貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く）1,009百万円については「１年以内」に含めています。ま
た、期限のない劣後特約付貸出金19,010百万円については「５年超」に含めています。

　２．　 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等0百万円は償還の予定が見込まれ
ないため、含めていません。

　　　⑤借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
１年以内 １年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内 ５年超

貯　 金 1,035,397 百万円 75 百万円 26 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円
譲渡性貯金 46,100 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円
借 用 金 - 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 － 百万円 15,000 百万円
合   計 1,081,497 百万円 75 百万円 26 百万円 － 百万円 － 百万円 15,000 百万円

注１．　貯金のうち、要求払貯金については「1 年以内」に含めています。
　２．　借用金のうち、期限のない劣後特約付借入金15,000百万円については、「5 年超」に含めています。

５　有価証券に関する事項

　⑴ 　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには、
有価証券のほか、「買入金銭債権」中の貸付債権信託が含まれています。以下⑶
まで同様です｡

　　①満期保有目的の債券
　　　 　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりです。
種　　類 貸借対照表

計上額 時   　価 差　   額

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

地 方 債 1,473 百万円 1,518 百万円 44 百万円
金 融 債 30,600 百万円 30,712 百万円 112 百万円
外 国 証 券 7,000 百万円 7,271 百万円 271 百万円
買入金銭債権 16,144 百万円 16,156 百万円 11 百万円

小　　計 55,218 百万円 55,658 百万円 440 百万円

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

買入金銭債権 500 百万円 500 百万円 △ 0 百万円

小　　計 500 百万円 500 百万円 △ 0 百万円
合　　計 55,718 百万円 56,159 百万円 440 百万円

　　②その他有価証券
　　　 　その他有価証券において、種類ごとの取得原価、貸借対照表計上額及びこれ

らの差額については、次のとおりです。
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種　　類 取得原価 貸借対照表
計上額 差　　額

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株 式 2,519 百万円 3,500 百万円 981 百万円
債 券

国 債 107,551 百万円 110,257 百万円 2,705 百万円
地 方 債 289 百万円 292 百万円 2 百万円
金 融 債 29,847 百万円 30,001 百万円 154 百万円
社 債 53,673 百万円 54,140 百万円 467 百万円
外 国 証 券 11,500 百万円 11,858 百万円 358 百万円

そ の 他 1,559 百万円 1,859 百万円 300 百万円
小　　計 206,941 百万円 211,911 百万円 4,969 百万円

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株 式 462 百万円 418 百万円 △ 43 百万円
債 券

国 債 2,047 百万円 2,046 百万円 △ 1 百万円
地 方 債 179 百万円 179 百万円 △ 0 百万円
金 融 債 1,700 百万円 1,699 百万円 △ 0 百万円
社 債 3,587 百万円 3,572 百万円 △ 14 百万円
外 国 証 券 600 百万円 599 百万円 △ 0 百万円

そ の 他 100 百万円 99 百万円 △ 0 百万円
小　　計 8,677 百万円 8,615 百万円 △ 61 百万円
合　　計 215,619 百万円 220,526 百万円 4,907 百万円

注１． 上記差額合計から繰延税金負債1,343百万円を差し引いた金額3,564百万円が、「その他有価証券評
　　　 価差額金」に含まれています。

　⑵　当年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

　⑶　当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。

　

売却額 売却益 売却損
株　　式 ４５８百万円 １２７百万円 －百万円
債　　券 １１５，７７６百万円 １，０２６百万円 ７百万円
そ の 他 ５００百万円 ０百万円 －百万円
合　　計 １１６，７３５百万円 １，１５４百万円 ７百万円

６　金銭の信託に関する事項

　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。
　　①運用目的の金銭の信託
　　　　　貸借対照表計上額 ２，４４６百万円　　　　　　　
　　　　　当年度の損益に含まれた評価差額 ４百万円　　　　　　　

　　②満期保有目的の金銭の信託
貸借対照表

計上額 時　　価 差　　額
うち時価が貸借対
照表計上額を超え
るもの

うち時価が貸借対
照表計上額を超え
ないもの

満期保有目的
の金銭の信託 60,000 百万円 62,291 百万円 2,291 百万円 2,291 百万円 －百万円

注「うち時価が貸借対照表計上額を超えるもの」や「うち時価が貸借対照表計上額を超えないもの」は、それ
　　ぞれ「差額」の内訳です。

　　③その他の金銭の信託

貸借対照表
計上額 取得原価 差　　額

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

うち貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

その他の
金銭の信託 1,999 百万円 2,000 百万円 △ 0 百万円 0 百万円 △ 0 百万円

注１． 上記差額合計に繰延税金資産 0 百万円を加えた金額△ 0 百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含
　　　まれています。
　２．「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、
　　　それぞれ「差額」の内訳です。  

７　退職給付に関する事項

　⑴　退職給付
　　①採用している退職給付制度の概要
　　　 　当会では、確定給付型の制度として、退職一時金制度（非積立型）を設けて

います。退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一
時金を支給しています。また、この制度に加え、退職給付の一部にあてるため（一
財）京都府農林漁業団体職員共済会との契約に基づく退職共済制度を採用して
います。

　　　 　当会が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金および退職給

種　　類 取得原価 貸借対照表
計上額 差　　額

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株 式 2,869 百万円 4,681 百万円 1,812 百万円
債 券

国 債 110,295 百万円 113,335 百万円 3,039 百万円
地 方 債 519 百万円 528 百万円 8 百万円
金 融 債 18,896 百万円 18,975 百万円 79 百万円
社 債 48,749 百万円 49,214 百万円 465 百万円
外 国 証 券 11,900 百万円 12,006 百万円 106 百万円

そ の 他 2,404 百万円 3,286 百万円 881 百万円
小　　計 195,635 百万円 202,028 百万円 6,393 百万円

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株 式 48 百万円 47 百万円 △ 1 百万円
債 券

国 債 12,884 百万円 12,749 百万円 △ 135 百万円
地 方 債 170 百万円 169 百万円 △ 0 百万円
社 債 3,854 百万円 3,838 百万円 △ 16 百万円
外 国 証 券 400 百万円 399 百万円 △ 0 百万円

そ の 他 189 百万円 181 百万円 △ 7 百万円
小　　計 17,546 百万円 17,385 百万円 △ 160 百万円
合　　計 213,181 百万円 219,414 百万円 6,232 百万円

注１． 上記差額合計から繰延税金負債1,718百万円を差し引いた金額4,513百万円が、「その他有価証券評
　　　 価差額金」に含まれています。

　⑵　当年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

　⑶　当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。

　

売却額 売却益 売却損
株　　式 1,210百万円 402百万円 －百万円
債　　券 93,518百万円 889百万円 69百万円
そ の 他 1,564百万円 84百万円 23百万円
合　　計 96,293百万円 1,376百万円 93百万円

６　金銭の信託に関する事項

　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。
　　①運用目的の金銭の信託
　　　　　貸借対照表計上額 ２，４99 百万円　　　　　　　
　　　　　当年度の損益に含まれた評価差額 △０百万円　　　　　　　

　　②満期保有目的の金銭の信託
貸借対照表

計上額 時　　価 差　　額
うち時価が貸借対
照表計上額を超え
るもの

うち時価が貸借対
照表計上額を超え
ないもの

満期保有目的
の金銭の信託 58,750 百万円 61,006 百万円 2,256 百万円 2,256 百万円 －百万円

注「うち時価が貸借対照表計上額を超えるもの」や「うち時価が貸借対照表計上額を超えないもの」は、それ
　　ぞれ「差額」の内訳です。

　　③その他の金銭の信託

貸借対照表
計上額 取得原価 差　　額

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

うち貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

その他の
金銭の信託 1,981 百万円 2,000 百万円 △ 18 百万円 －百万円 △ 18 百万円

注１． 上記差額合計に繰延税金資産５百万円を加えた金額△13百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含
　　　まれています。
　２．「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、
　　　それぞれ「差額」の内訳です。  

７　退職給付に関する事項

　⑴　退職給付
　　①採用している退職給付制度の概要
　　　 　当会では、確定給付型の制度として、退職一時金制度（非積立型）を設けて

います。退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一
時金を支給しています。また、この制度に加え、退職給付の一部にあてるため（一
財）京都府農林漁業団体職員共済会との契約に基づく退職共済制度を採用して
います。

　　　 　当会が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金および退職給
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付費用を計算しています。

　　②確定給付制度
　　　　ａ退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
　　　　　　期首における退職給付引当金 ３８６百万円
　　　　　　退職給付費用 ３６百万円
　　　　　　退職給付の支払額 ３１百万円
　　　　　　制度への拠出額 １５百万円
　　　　　　期末における退職給付引当金 ３７６百万円

　　　　ｂ 退職給付債務および年金資産と貸借対照表で計上された退職給付引当金の
調整表

　　　　　　積立型制度の退職給付債務 １６６百万円
　　　　　　年金資産 △１６６百万円
　　　　　 ー百万円
　　　　　　非積立型制度の退職給付債務 ３７６百万円
　　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額 ３７６百万円

　　　　　　退職給付引当金 ３７６百万円
　　　　　　期末における退職給付引当金 ３７６百万円

　　　　ｃ退職給付に関連する損益
　　　　　　簡便法で計算した退職給付費用 ３６百万円

　⑵ 　人件費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図
るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第57条の規定
に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費
用に充てるため拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。

　　 　なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、
８百万円となっています。

　　 　また、存続組合より示された平成26年３月現在における平成44年３月までの
特例業務負担金の将来見込額は、132百万円となっています。

８　税効果会計に関する事項

　⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等
　
　　　繰延税金資産
　　　　　未払事業税 ４３百万円
　　　　　減価償却超過額 １４百万円
　　　　　貸出金償却 ５３百万円
　　　　　貸倒引当金超過額 ２６百万円
　　　　　退職給付引当金超過額 １０４百万円
　　　　　役員退職慰労引当金超過額 １７百万円
　　　　　相互援助積立金超過額 ６９６百万円
　　　　　有価証券有税償却額 ２１百万円
　　　　　その他 ７百万円
　　　　　繰延税金資産小計 ９８４百万円
　　　　　評価性引当額 △８１４百万円
　　　　　繰延税金資産合計A １７０百万円
　　　　繰延税金負債
　　　　　その他有価証券評価差額金 △１，３４３百万円
　　　　　その他 △０百万円
　　　　　繰延税金負債合計B △１，３４３百万円
　　　　繰延税金負債の純額A＋B △１，１７３百万円

　⑵　法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

　　　　法定実効税率 ２９．５８％
　　　　（調整）
　　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目 ０．４３％

付費用を計算しています。

　　②確定給付制度
　　　　ａ退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
　　　　　　期首における退職給付引当金 ３7 ６百万円
　　　　　　退職給付費用 ３６百万円
　　　　　　退職給付の支払額 △４０百万円
　　　　　　制度への拠出額 △１６百万円
　　　　　　期末における退職給付引当金 ３５５百万円

　　　　ｂ 退職給付債務および年金資産と貸借対照表で計上された退職給付引当金の
調整表

　　　　　　積立型制度の退職給付債務 １６１百万円
　　　　　　年金資産 △１６１百万円
　　　　　 ー百万円
　　　　　　非積立型制度の退職給付債務 ３５５百万円
　　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額 ３５５百万円

　　　　　　退職給付引当金 ３５５百万円
　　　　　　期末における退職給付引当金 ３５５百万円

　　　　ｃ退職給付に関連する損益
　　　　　　簡便法で計算した退職給付費用 ３６百万円

　⑵ 　人件費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図
るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第57条の規定
に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費
用に充てるため拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。

　　 　なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、
８百万円となっています。

　　 　また、存続組合より示された平成27年３月現在における平成44年３月までの
特例業務負担金の将来見込額は、127百万円となっています。

８　税効果会計に関する事項

　⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等
　
　　　繰延税金資産
　　　　　未払事業税 ５５百万円
　　　　　減価償却超過額 １９百万円
　　　　　貸出金償却 ４６百万円
　　　　　貸倒引当金超過額 ３０百万円
　　　　　退職給付引当金超過額 ９９百万円
　　　　　役員退職慰労引当金超過額 ２１百万円
　　　　　相互援助積立金超過額 ７８０百万円
　　　　　有価証券有税償却額 １６百万円
　　　　　減損損失 １５１百万円
　　　　　その他 ６百万円
　　　　　繰延税金資産小計 １, ２２８百万円
　　　　　評価性引当額 △８９５百万円
　　　　　繰延税金資産合計A ３３２百万円
　　　　繰延税金負債
　　　　　その他有価証券評価差額金 △１，７１３百万円
　　　　　その他 △０百万円
　　　　　繰延税金負債合計B △１，７１３百万円
　　　　繰延税金負債の純額A＋B △１，３８１百万円

　⑵　法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

　　　　法定実効税率 ２７．８０％
　　　　（調整）
　　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目 ０．４０％
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平成25年度 平成26年度

　　　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △０．７８％
　　　　　事業分量配当金 △４．９５％
　　　　　住民税均等割等 ０．０６％
　　　　　評価性引当額の増減 １．６２％
　　　　　その他 ０．１２％

　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２６．０８％

　⑶　法人税率の変更
　　 　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３

月31日に公布され、平成26年４月１日以降に開始する年度から復興特別法人税
が廃止されることとなりました。これに伴い、平成26年４月１日に開始する年
度に解消が見込まれる一時差異等にかかる繰延税金資産および繰延税金負債の計
算に使用する法定実効税率は、従来の29.58％から27.80％となります。この
税率変更により、繰延税金資産が３百万円減少し、法人税等調整額が３百万円増
加しています。

９　資産除去債務に関する事項

　 　当会は昭和57年10月1 日に建設した事務センター屋根裏の貼付材にアスベスト
が検知されたことに伴い、資産除去債務を計上しています。資産除去債務の見積り
にあたり、使用見込期間は取得から50年間、割引率は1.79％を採用しています。

　 　当事業年度において資産除去債務に計上した金額は７百万円で、当事業年度末に
おける資産除去債務残高は、上記７百万円と時の経過による資産除去債務の調整額
0 百万円の合計７百万円です。

１0　キャッシュ・フロー計算書に関する事項

　 　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、貸借
対照表上の「現金」並びに「預け金」中の当座預け金、普通預け金及び通知預け金
であります。

　　　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △０．８７％
　　　　　事業分量配当金 △４．９６％
　　　　　住民税均等割等 ０．０６％
　　　　　評価性引当額の増減 ２．８９％
　　　　　その他 △０．２２％

　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２５．１０％

９　キャッシュ・フロー計算書に関する事項

　 　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、貸借
対照表上の「現金」並びに「預け金」中の当座預け金、普通預け金及び通知預け金
であります。
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▪財務諸表の適正性等にかかる確認

確認書

　私は平成26年４月１日から平成27年３月31日までの事業年度のディスクロージャー
誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関する全ての重要な点において関係諸法令に準
拠して適正に表示されていることを確認しております。

　当該確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、有効に
機能していることを確認しております。

　◦業務分掌と所轄部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が整備されて
おります。

　◦業務の実施部署から独立した内部監査部門である監査部が、内部管理体制の適切性◦
有効性を検証しており、重要な事項については監査部から理事会等に適切に報告され
ております。

　◦重要な経営情報については理事会等へ適切に付議◦報告されております。

　平成27年７月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府信用農業協同組合連合会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表理事理事長

（注）財務諸表とは、貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書、剰余金処分計算書、注記表を指しています。




